
土砂災害対策について 

島根県土木部砂防課 

■土砂災害に対する避難訓練の実施について 

  〇「平成３０年７月豪雨を踏まえた住民の避難行動を支援するための防災訓練の実施につい

て」（平成３１年２月２２日付、防災危機管理課長・砂防課長連名）で依頼。 

  〇土砂災害防止法第３条「土砂災害対策基本指針」では、毎年１回以上の避難訓練の実施が

基本とされています。 

  〇地域の実情に応じた方法で、多くの地区で訓練が実施されるようご協力をお願いします。 

■要配慮者利用施設に係る警戒避難（土砂災害防止法の改正） 

  〇要配慮者利用施設の避難体制の強化を図るため、平成29年6月19日に土砂災害防止法が

改正されました。 

  〇今回の改正では「第八条の二」（要配慮者利用施設の利用者の避難の確保のための措置に関

する計画の作成等）が追加されています。 

  〇地域防災計画で定められた施設が対象となりますので再確認をお願いします。 

  〇要配慮者利用施設管理者と連携し、実効性のある避難計画となるようご指導願います。 
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■土砂災害警戒情報の判定・発表の迅速化に伴う留意点について 

  〇松江地方気象台と島根県が共同発表する「土砂災害警戒情報」は市町村単位で発表される

ことから、その補足情報として平成18年から島根県独自に「土砂災害危険度情報」（5 ｷﾛﾒｯ

ｼｭ情報）を発表。この２つの情報は同じデータを用いて、昨年まで30分間隔で気象台と島

根県の双方で演算処理、判定し情報を発表。

  〇気象庁の防災情報の迅速化の一環として、平成30年3月から「土砂災害警戒情報」の判定

間隔が30分から10分に短縮。

  〇一方で、島根県が発表する「土砂災害危険度情報」の判定間隔は30分間隔のまま。

（平成30年度から10分間隔に短縮するためシステム改修設計に着手） 

問題点として 

 ・土砂災害警戒情報が発表されても、その時点で土砂災害危険度情報（レベル２以上）が発表さ

れないケースや、メッシュ情報の範囲やレベルが異なるケースが発生。

対応策として 

 ・土砂災害警戒情報が発表された場合は、気象庁がホームページで公開している「土砂災害警戒

判定メッシュ情報」（５キロメッシュ情報・１０分間隔判定）で避難勧告等の発令の対象範囲

を確認する。※本年６月から５キロメッシュ   １キロメッシュに高解像度化

気象庁の土砂災害警戒判定メッシュ情報 



■土砂災害特別警戒区域の調査指定について 

 〇全国の指定状況 

 〇島根県の土砂災害特別警戒区域の調査・指定状況（R1年5月31日時点） 

  H31 年 2 月時点では、他県等と比べレッド指定が遅れていたが、3～5 月に掛けて大幅に進捗。 

調査完了区域数 18,889箇所 進捗率 約87% 

指定完了区域数   10,193箇所 進捗率 約47% 

※レッド区域指定予定数（H27推計値）21,821箇所



■警戒レベルを導入した土砂災害警戒情報について 

■土砂災害に係る啓発活動について 

  〇土砂災害防止月間の実施について（平成31年4月3日付け砂第17号） 

   ・毎年６月に全国で取り組み強化 

   ・広報・啓発にご協力をお願いします 

  〇土砂災害防止啓発チラシの全戸配布 

   ・毎年６～７月に啓発チラシの県下全戸配布 

   ・配布にあたりご協力をお願いします 

  〇テレビスポットＣＭの放映 

   ・民放３局で６月（梅雨時期）と９月（台風時期） 

  〇出前講座「土砂災害防止学習会」の実施 

   ・自治会や地域の防災活動として 

   ・小学校等での総合学習、社会授業の一環として 

   ・福祉施設など、会社や職場での研修会として    


